
別紙１

中小企業基本法上の類型 日本標準産業分類上の分類（※２）

卸売業

大分類I（卸売業、小売業）のうち
　中分類５０（各種商品卸売業）
　中分類５１（繊維・衣服等卸売業）
　中分類５２（飲食料品卸売業）
　中分類５３（建築材料、鉱物・金属材料等卸売業）
　中分類５４（機械器具卸売業）
　中分類５５（その他の卸売業）

小売業

大分類F（電気・ガス・熱供給・水道業）のうち
　細分類３３１３　電気小売業
　細分類３４１３　ガス小売業
大分類I（卸売業、小売業）のうち
　中分類５６（各種商品小売業）
　中分類５７（織物・衣服・身の回り品小売業）
　中分類５８（飲食料品小売業）
　中分類５９（機械器具小売業）
　中分類６０（その他の小売業）
　中分類６１（無店舗小売業）
大分類M（宿泊業、飲食サービス業）のうち
　中分類７６（飲食店）
　中分類７７（持ち帰り・配達飲食サービス業）

サービス業

大分類G（情報通信業）のうち
　中分類３８（放送業）
　中分類３９（情報サービス業）
　小分類４１１（映像情報制作・配給業）
　小分類４１２（音声情報制作業）
　小分類４１５（広告制作業）
　小分類４１６（映像・音声・文字情報制作に附帯するサービス業）
大分類H（運輸業、郵便業）のうち
　細分類４８９２　レッカー・ロードサービス業
大分類K（不動産業、物品賃貸業）のうち
　小分類６９３（駐車場業）
　中分類７０（物品賃貸業）
大分類Ｌ（学術研究、専門・技術サービス業）
大分類Ｍ（宿泊業、飲食サービス業）のうち
　中分類７５（宿泊業）
大分類N（生活関連サービス業、娯楽業）　※ただし、小分類７９１（旅行業）は除く
大分類O（教育、学習支援業）
大分類P（医療、福祉）
大分類Q（複合サービス事業）
大分類R（サービス業＜他に分類されないもの＞）

製造業その他 上記以外の全て

業種類型表（※１）

※１　中小企業庁のホームページ掲載「日本標準産業分類第14回改訂に伴う中小企業の範囲の取扱い」より抜粋
※２　詳細は総務省ホームページ「日本標準産業分類」をご参照ください。
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